
ボスニア・ヘルツェゴビナ（ＢＨ）情勢月報（平成２９年１１月分） 

平成２９年１２月 

在ボスニア・ヘルツェゴビナ日本国大使館 

（注：以下は、現地紙など公開情報をとりまとめたものです。） 

 

１．国内情勢 

（１）国家レベル 

●ＳＤＰ・ＤＦ及びＳＤＡが選挙法改正法案の

対案を提出（９日、１５日） 

１０日、ＳＤＰ及びＤＦ（左派、共に多民族政

党）は、現行選挙法のＢＨ連邦議会上院の議

員選出規定に対するＢＨ憲法裁判所の違憲

判決（ＢＨ連邦１０カントンから３構成民族議員

を少なくとも１名ずつ選出するという規定が１

票の格差を生んでいるとの判決）を反映させ

た、ＢＨ連邦議会の選挙区及び議員数法案を、

緊急審議手続き（注：各院の管轄委員会の審

議を経ず、議会においても一切の修正を受け

つけない手続き）においてＢＨ連邦議会下院

に提出した。 

また、１５日、ＳＤＡ（ボシュニャク系）は、ＢＨ

連邦議会上院議員選出方法に加え、９年間選

挙の行われていないモスタル市の選挙に関す

るＢＨ選挙法改正法案を一般審議手続きにて

ＢＨ議会に提出した。 

なお、ＨＤＺを主とするクロアチア系は、クロ

アチア民族評議会（ＨＮＳ）が起案した、ＢＨ連

邦議会上院議員選出方法、モスタル市選挙に

加え、更に自民族の平等な権利獲得の為に

主張し続けてきたＢＨ大統領評議会メンバー

の選出方法を包含した選挙法改正法案を４月

末に緊急審議手続きにおいてＢＨ議会に提出
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済み。本案は、ＢＨ議会上院で暫く審議が中

断した後、最終的に可決されてＢＨ議会下院

に送られている。しかし、ＢＨ議会下院では、

議員数が相対的に多いボシュニャク系議員の

反対により否決される可能性が高い。しかし、

ＢＨ憲法裁判所は、違憲とした条文を全て無

効とする決定も下しており、ＢＨ選挙法の改正

が行われるまでは、選挙実施後に１０カントン

議会から議員の選出が行われるBH連邦議会

上院の発足が無効となり、同院が発足しない

と、BH 連邦政府、BH 閣僚評議会も発足でき

ない状態となる。 

現在、２０１８年国政選挙の実施をめぐり内

容が相異なる以上の３案が各党から提出され

ている中、国政選挙前の選挙法改正が喫緊

の課題となっている。 

 

●ＩＣＴＹ、ムラディッチ被告に終身刑（２２日） 

 ２２日、旧ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）第

一審は、ＢＨ紛争時のセルビア系武装勢力司

令官であったムラディッチ被告に対し、１９９２

－１９９５年の紛争時のジェノサイド、人道に対

する罪、戦争法の違反等１０の罪により終身

刑を言い渡した。 

 本判決に対し、セルビア系は批判的に評価

し、イバニッチ大統領評議会メンバー（セルビ

ア系）は、「ＩＣＴＹはこれまでセルビア系の被告

に対しては、計５件の無期懲役判決と合計７５

８年の懲役判決、一方でボシュニャク系の被

告に対しては合計４１．５年足らずの懲役判決

を下してきており、それを鑑みれば、本日の判

決（無期懲役）以外の内容は最初から予想で

きなかった。」と述べ、「我々はムラディッチ将

軍に対する支援を止める必要はなく、控訴審

において最大限支援を行う必要がある。」と付

言した。 

 一方、イゼトベゴビッチ大統領評議会メンバ

ー（ボシュニャク系）は、「今回の判決が（ムラ

ディッチの犯罪を否定する人々の）目を覚まさ

せることを期待する。（中略）ＩＣＴＹの判事は、

ムラディッチは、世界中において犯罪者として

記憶されるであろうと述べている。」と指摘し、

また「民族的な犯罪という仮説は取り下げ、犯

罪の責任は個人に問わなければならない。そ

れこそがＢＨ各民族のより良い将来を保障す

るからである。」と呼びかけた。 

 

●ＨＪＰＣ、懲罰手続きを経ずに判事並びに検

察官を罷免できるように求めた決定を修正（２

７日） 

 ２７日、ＢＨ高等司法検察評議会（ＨＪＰＣ）は、

１０月２６日にＨＪＰＣが行った戦犯容疑のある

判事、検事に関する決定を一部修正する決定

を行った。 

 ＨＪＰＣは、１０月の会合において、ＲＳ戦犯・

行方不明者調査センターによる、ＢＨ裁判所

の判事９名及びＢＨ検察庁の６名の検事に戦

犯容疑があり、同人達は戦犯裁判においてセ

ルビア系に対し不当な取扱いをしたと指摘す

る報告書を審議した。これを受け、該当組織

に事実の解明を求めるとともに、ＢＨ司法省、

ＢＨ閣僚評議会及びＢＨ議会に対し、ＨＪＰＣ

が懲罰手続きを経ずに判事並びに検察官を

罷免できるようＨＪＰＣ法の改正を求める決定

を採択した。これに対して、同決定は司法の

独立性を脅かす動きであるとして、上級代表

事務所や駐ＢＨ米国大使を含む駐ＢＨの外交

団・国際機関社会やＢＨ司法関係者から鋭い

批判が向けられた。 

 ＨＪＰＣは、この批判を受け、１か月協議を重

ねた上で同決定を修正した他、戦犯裁判のプ

ロセスにつきＯＳＣＥや欧州委員会に調査・分
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析及びセミナーの開催を依頼する決定を行っ

た。 

 

●ＩＣＴＹ、「ヘルツェグ・ボスナ・クロアチア人共

和国」のプルリッチ元首相ら６名に控訴審で有

罪判決（２９日） 

 ２９日、旧ユーゴ国際刑事裁判所（ＩＣＴＹ）控

訴審は、ＢＨ紛争時「ヘルツェグ・ボスナ・クロ

アチア人共和国」のプルリッチ元首相ら６名に

対し、一審判決を大筋認め、１９９２―１９９４

年にかけてボシュニャク系及び非クロアチア

系に対する、戦争法違反、人道に対する罪等

により、最大２５年、合計１１１年の懲役刑を言

い渡した。また、ＢＨ紛争におけるクロアチア

本国指導部の「共同犯罪行為（Ｊｏｉｎｔ Ｃｒｉｍｉ

ｎａｌ Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ）」も認定した。 

なお、判決の読み上げ時、有罪が確定した

プラリャック・クロアチア防衛軍（ＨＶＯ）元司令

官が「判決を拒否する」と述べて、法廷におい

て服毒自殺を図り病院に運ばれたが、その後

死亡が確認された。 

 本判決に対し、チョービッチＢＨ大統領評議

会議長（クロアチア系）は、「ＩＣＴＹが正義のた

めの裁判所ではなく、政治的な裁判所である

ことは自覚している。」と述べつつ、「我々には

平穏が必要であり、いかなる挑発にも乗って

はならない。紛争時にボシュニャク系とクロア

チア系の衝突が発生した地域においては、特

に平穏を保つべきである。」と述べた。一方、

クロアチア系が多数派を占めるヘルツェゴビ

ナ地方では、判決を否定するとともに自殺した

プラリャック被告を英雄視する声が多く聞かれ、

追悼行事が開催された。 

 

 （２）エンティティ、特別区 

ア ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦（ＢＨ連邦） 

●イバニッチ大統領評議会メンバーのモスタ

ル市訪問（４日） 

 ４日、イバニッチＢＨ大統領評議会メンバー

（セルビア系）は、モスタル市を訪問し、セルビ

ア系団体連合と会談を行った。 

モスタル市のあるヘルツェゴビナ・ネトレバ・

カントン（ＨＮＣ）をはじめとする、ＢＨ連邦のク

ロアチア系が多数派の４カントンでは、カントン

憲法においてセルビア系が構成民族として認

められていない。本件に関しては、２０００年、

ＢＨ憲法裁判所がＢＨの３構成民族はＢＨ全

土において平等とする旨の判決を下し、これ

に基づき両エンティティ及びＢＨ連邦の６カント

ンは憲法を改正したが、この４カントンでは１７

年間判決が履行されていないという経緯があ

る。現在、同連合及びセルビア系議員団は多

民族政党ＳＤＰとも協力して、ＨＮＣ議会におい

て憲法改正を提案しているが、クロアチア系

の妨害が続いている。会談では同問題が協議

され、イバニッチ・メンバーは、今後ＨＮＣ及び

モスタル市におけるセルビア系の地位向上に

向けて、積極的に取り組んでいくことを表明し

た。 

 

イ スルプスカ共和国（ＲＳ） 

●ドディックＲＳ大統領、新ＲＳ憲法の起草に

関する発言（４日） 

 ４日、ドディックＲＳ大統領は、現行のＲＳ憲

法は住民の真の利益を反映していないとして、

新ＲＳ憲法を制定する考えを発表。今後、草

案を作成しＲＳ国民議会で決議をし、住民投

票にかけると述べた。 

なお、ＲＳ憲法では、憲法改正には、ＲＳ民

族評議院において各構成民族の半数以上の

賛成が必要と定められている。ドディック大統

領のこの発言は、ボシュニャク系の反対により
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困難が予想される上記手続きを回避して憲法

の規定を変更するための手段であると見られ

ている。 

 

●ＲＳ国民議会、ＢＨ司法制度に対するＲＳ住

民投票実施決議を無効化（７日） 

 ６日、ＲＳ国民議会は、「国家レベルの司法

制度組織及び上級代表事務所の法的有効性

に関するＲＳ住民投票の実施に関する決定」

に関する特別会合を開催し、ドディックＲＳ大

統領（ＳＮＳＤ党首）とＲＳ野党「変革のための

同盟」の白熱した議論の末、７日早朝、同決定

を無効化する決定を採択した。 

 今回無効化された決定は、２０１５年７月に

同議会において採択されたが、ＲＳ官報に未

掲載の状態が続いていた（注：官報未掲載で

は発効せず）。これに気づいたＲＳ野党は、ド

ディックＲＳ大統領が市民の民族感情を煽る

ために本決定を利用し、恣意的に官報には掲

載しなかったと追及。その結果として同決定は

今年９月２０日にＲＳ官報に掲載された。これ

により１１月１９日までの住民投票実施が必要

となっていたが、今回の無効化決定により住

民投票実施の法的必要性がなくなった。 

 ＲＳ国民議会はこの決定を無効化した一方

で、改めてＢＨ裁判所及びＢＨ検察庁の設立

が憲法根拠に欠けているとする決議、ＢＨ裁

判所及びＢＨ検察庁による戦犯裁判はセルビ

ア系を不当に冷遇しているとする決議等を採

択した。  

 

●ＲＳ与野党、ＲＳ国民議会の業務正常化を

合意（１６日） 

 １６日、チュブリロビッチＲＳ国民議会議長（Ｄ

ＮＳ）の呼びかけにより、ＲＳ与党（ＳＮＳＤ、Ｄ

ＮＳ、ＳＰＲＳ）に加え、ＲＳ野党（国政与党）で

ある「変革のための同盟」を構成するＳＤＳ、Ｐ

ＤＰ及びＮＤＰを含めた党首会合が開催された。

同会合では、９月に発生した野党議員の議場

からの締め出し等、昨今のＲＳ国民議会の混

乱についても協議し、数ヶ月ぶりに与野党が

平和的に終えた会合となった。会合後、チュブ

リロビッチ議長は、ＲＳにおける政治活動に関

する合意の草案を協議するＲＳ与野党合同委

員会を設立することを発表した。２７日には同

委員会の第一回会合を実施し、共同議長が

任命された。次回会合までに同議長らが具体

的に素案を準備することとなった。 

 

２．外政 

（１）多国間、国際・地域機構（ＥＵ加盟プ

ロセスを含む） 

●ＩＳ幹部の米国への身柄引渡し（１日） 

 １日、メクティッチＢＨ治安相は臨時記者会

見を開き、国際刑事警察機構（ＩＣＰＯ）に国際

指名手配されており、ＢＨで本年７月に逮捕さ

れたＩＳ幹部のカンディッチ容疑者（BH 出身で

はなくコソボ出身のボシュニャク系（スラブ系イ

スラム教徒）、米国市民権所有）の身柄を米国

に引渡したことを発表した。 

 カンディッチ容疑者は、ＩＳにおいて諜報部門

のトップを務め、ＩＳ参加希望者及びテロ犯罪

実行予定者全員の身元確認や自爆攻撃用爆

弾の製造を担当し、２０１６年に米国の要請でＩ

ＣＰＯに国際指名手配された。同容疑者は、

様々な偽名と偽旅券を使い分け１０カ国以上

に潜伏。ＢＨで居場所を特定され逮捕されるこ

とを避けるために何度か出入国を繰り返し、

警察の捜査を惑わせるために様々な場所か

らメッセージを発信していた。他方、同じ理由

からＢＨではＩＳ志願兵のリクルート活動は行
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っていなかった。 

 

●インツコ上級代表、国連安保理報告を実施

（７日） 

 ７日、インツコ上級代表は、国連安全保障理

事会において、２０１７年４月２２日～１０月２１

日のＢＨにおける平和履行の現状に関する第

５２回報告を行った。同報告書では、当該期間

には、一定の進歩はあったものの、政治指導

者による民族的分断を誘発するような民族主

義的発言、及び経済改革の不履行が多く見ら

れたと指摘。また、ＲＳの指導者による、離脱

に関する発言や、憲法裁判所判決の不履行

を含む国家組織への反発が続いていると述

べ、改めてＢＨ憲法を含むデイトン合意は、Ｒ

Ｓ国民議会の決定に勝る旨を強調した。そし

て、このような状態下においては、ＢＨの安定

を保持するために、ＥＵＦＯＲを含めた国際社

会の存在が引き続き必要であると結論づけ

た。 

 

●「１６＋１」観光ハイレベル会合の開催（２３

－２５日） 

 ２３－２５日、サラエボにおいて、中東欧・中

国協力「１６＋１」の枠組みによる観光ハイレ

ベル会合が開催された。本会合の開催は、昨

年ラトビアのリガで実施された「１６＋１」首脳

会合において決定されたもの。同会合では議

長をシャロビッチＢＨ対外貿易経済関係相が

務め、各国のハイレベルと中国からはＤｕ Ｊｉ

ａｎｇ観光副大臣が参加した。 

 同会合において、シャロビッチ大臣は、過去

５年でＢＨを訪問する中国人観光客は増加し、

２０１６年には年間１７，０００人近くになったも

のの、平均宿泊日数は２日間に留まる。少なく

とも４日間にはなるよう、この会合の成果を期

待する旨述べた。一方、Ｄｕ Ｊｉａｎｇ副大臣は、

中国から中東欧諸国を訪問する観光客数は２

０１１年の５０万人から２０１６年には１２５万人

にまで増加しており、「１６＋１」枠組みを通じ

た協力のおかげであると述べた。 

 

●ズビズディッチ閣僚評議会議長ら、「１６＋１」

首脳会合に参加、（２７－２８日） 

 ２７－２８日、ハンガリーのブダペストにおい

て第６回「１６＋１」首脳会合が開催され、ＢＨ

からはズビズディッチＢＨ閣僚評議会議長、シ

ャロビッチＢＨ副首相兼対外貿易経済関係相

及びツルナダクＢＨ外相が出席した。 

 同首脳会合では、ＢＨ・中国間の一般査証

免除協定が署名され、今後２国間では９０日

までの出入国、滞在、領域通過に対し、査証

が免除されることになった他、ＢＨ対外貿易経

済関係省と中国農業省との間で農業分野に

関する協力協定が署名された。また、その他

にも、トゥズラ火力発電所７号機建設事業借

款協定等が締結された（３．経済（３）経済協力

欄参照）。 

 また、同期間中、ズビズディッチ議長は中国

の李克強首相と会談を実施。両国間の協力

及び経済・貿易関係強化の拡大に向けて協

議し、同議長は特に、観光分野やエネルギー

事業等への投資におけるＢＨの大きな潜在力

を強調した。これに対し、李首相は、ＢＨの経

済的、政治的発展を歓迎するとともに、中国と

して引き続き経済・経済協力・文化面で協力を

継続していく用意があると述べた。 

 

（２）二国間関係 

●ズビズディッチＢＨ閣僚評議会議長、クロア

チアとＲＳの覚書締結を非難（１日） 

 １０月３１日、ＢＨ北部の都市、ボサンスキ・
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ブロッドにおいて、チョリッチ・クロアチア環境

保護・エネルギー相とジョキッチＲＳ鉱工業エ

ネルギー相が、ボサンスキ・ブロッド製油所へ

の天然ガス供給プロジェクトの実施協力に関

する覚書に署名を行った。右署名式には、ＲＳ

政府からツビヤノビッチ首相他２名の閣僚が

参加したものの、ＢＨ政府からの参加者はい

なかった。 

 翌１１月１日、ズビズディッチＢＨ閣僚評議会

議長は、クロアチアは、外交及び国際合意締

結に関するＢＨ国家機関の憲法上の権限を無

視して、右権限を持たないＲＳ機関との間で覚

書に署名したとして非難。２日、同署名者のチ

ョリッチ・クロアチア環境保護・エネルギー相は、

法覚書は国際合意ではなく、法的拘束力もな

いと弁解した。 

 

●ＲＳ・セルビア合同閣議の実施（１０日） 

 １０日、セルビアのベオグラードにおいて、８

回目となるＲＳとセルビアによる合同閣議が実

施された。同閣議では、ドリナ川両岸（注：ドリ

ナ川に両国国境が存在）地域の開発計画等

の３０の決議に加え、インフラ分野の品質管理

などの４つの覚書に署名がなされた。 

また、合同閣議を前にＲＳ・セルビア間特別

合意履行評議会が実施され、同評議会に参

加したドディックＲＳ大統領は、「セルビア民族

の保護に関する宣言」の草案を協議したと述

べた。 

 

●イゼトベゴビッチ、大統領評議会メンバーの

コソボ承認に関するインタビュー発言とセルビ

ア及びＲＳの反発（１３日） 

１３日、セルビアのタンユグ通信は、イゼト

ベゴビッチＢＨ大統領評議会メンバー（ボシュ

ニャク系）が、独メディア「ドイチェ・ヴェレ」によ

るインタビューの中で、「自分が考えるに、ＢＨ

はもっと前にコソボを承認するべきであった。」

と発言し、「ＢＨはコソボを承認するのか。」と

質問には「する（Ｙｅｓ）」と答えた旨、また「ＲＳ

が独立に関する住民投票を行ったらどうする

か。」との質問には「戦争になる。」と発言した

と報じた。 

この報道に対し、セルビア及びＲＳから強い

反発があり、ステファノビッチ・セルビア内相は、

「ブチッチ・セルビア大統領は、４８時間以内に

国家安全保障評議会を招集するだろう。」と発

言した（実際に、１７日に実施）。 

 ドディックＲＳ大統領は、同発言は、イゼトベ

ゴビッチ・メンバーの個人的意見でありＢＨを

代表するものではなく、政治的立場の濫用で

あるとして批判。また、同メンバーはＩＳと協力

してＲＳを攻撃しようとしていると付言した。ま

た、イバニッチ大統領評議会メンバー（セルビ

ア系）は、ＢＨのコソボ承認を否定した上で、イ

ゼトベゴビッチ・メンバーの政治手法を非難し

た。 

 これに対し、イゼトベゴビッチ事務所は、イン

タビューの発言が、タンユグ通信によって、文

脈を逸脱した形で意図的に報じられているとし

て、同社を非難する声明を発出した。同事務

所は、イゼトベゴビッチ・メンバーが、正しくは

「承認することを望む（Ｉ ｈｏｐｅ Ｙｅｓ）。」と述

べており、また、セルビア系の代表者が反対

すれば、ＢＨのコソボ承認決定は起こりえない

ことも認めていると訂正。また、ＲＳの独立投

票に関しては、「防衛する。」と答え、続く「最悪

のシナリオへの心構えは。」との質問に、「戦

争ということか？心構えはできている。」と述

べたことを指摘した。 

 

（２）日・ＢＨ関係 
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●ツルナダクＢＨ外相と小川大使、投資セミナ

ーの開催について意見交換（１７日） 

 １７日、ツルナダクＢＨ外相と小川大使はバ

ニャ・ルカで会談を行い、１０月末から１１月初

頭にかけて同大臣が訪日した際に議論された

日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）の主催による、

日本におけるＢＨ投資セミナーの開催に関し

意見交換を行った。この意見交換では、セミナ

ーの開催は、ＢＨにとり、日本の産業界にＢＨ

のビジネス環境を知ってもらい、投資を検討し

てもらう上で良い機会になるという見方で一致

した。 

 

３．経済 

（１）経済指標 （ＢＨ統計局発表） 

●ＧＤＰ成長率 

 １７年第２四半期の実質ＧＤＰは、前年同期

比１．７％の増加。 

 

●鉱工業生産高 

 １７年９月の鉱工業生産高は、前月と比較し

て、１．４％の増加。 

 

●雇用／失業者数 

１７年８月のＢＨ全体の雇用者数は７５３，４

３９人。同月の失業者数は４８０，３７９人で失

業率は３８．９％。 

 

●平均給与 

 １７年８月のＢＨにおける平均給与（手取り）

は８４４ＫＭ（約４３２ユーロ）。 

 

●消費者物価指数 

１７年９月の消費者物価指数は前月から０．

６％の増加。 

 

●貿易額 

 １７年１月～１０月のＢＨの輸出額は９０億９，

６００万ＫＭ（約４６億５，０７０万ユーロ）、輸入

額は１４９億６，９３０万ＫＭ（約７６億５，３７０

万ユーロ）。 

・輸出相手国上位５ヵ国（貿易額：１７年１月～

１０月、仕向地基準）：①ドイツ（１３億２，９７０

万ＫＭ／約６億７，９８０万ユーロ）、②クロアチ

ア（１０億６，２８０万ＫＭ／約５億４，３４０万ユ

ーロ）、③イタリア（１０億１，５４０万ＫＭ／約５

億１，９２０万ユーロ）、④セルビア（８億８，２３

０万ＫＭ／約４億５，１１０万ユーロ）、⑤スロベ

ニア（８億４９０万ＫＭ／約４億１，１６０万ユー

ロ）。参考：日本（５５万ＫＭ／約２８万１，０００

ユーロ）。 

・輸入相手国上位５ヵ国（貿易額：１７年１月～

１０月、原産地基準）：①ドイツ（１７億４，２６０

万ＫＭ／約８億９，１００万ユーロ）、②イタリア

（１６億９，６９０万ＫＭ／約８億６，７６０万ユー

ロ）、③セルビア（１６億６，１４０万ＫＭ／約８

億４，９５０万ユーロ）、④クロアチア（１４億９，

５００万ＫＭ／約７億６，４４０万ユーロ）、⑤中

国（９億７，６６０万ＫＭ／約４億９，９３０万ユ

ーロ）。参考：日本（８，５９４万９，０００ＫＭ／

約４，３９４万５，０００ユーロ）。 

 

●観光客数 

１７年９月、ＢＨにはのべ１２３，６８５人（うち

日本からは８０２人）の観光客が訪れた（注：

宿泊を伴った観光客の総計）。 

 

（２）経済政策、公共事業 

●ＩＭＦ代表団のＢＨ訪問（７－２１日） 

 ７日―２１日ＩＭＦの代表団がＢＨを訪問し、Ｂ

Ｈの経済情勢、その中期見通し及び経済改革
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の進捗について調査・評価を行った。２０日に

は、ＢＨ財政評議会と会合を行い、経済情勢

を協議した他、拡大信用供与措置（ＥＦＦ）によ

る融資の再開条件を確認した。 

ＩＭＦ代表団は、ＢＨ経済は、循環的回復を

見せているものの、他の東欧諸国に比べその

速度が遅いこと、輸出及び外国送金が伸長し

ていること、２０１７年はインフレ成長が予測さ

れることを指摘した。また、マクロ経済は安定

を保っているものの、ＩＭＦによる改革の主目

的である成長の加速化と雇用の創出は大きく

未達であると強調した。 

ＥＦＦの第２回ディスバースに対する条件も

改めて確認され、①２０１８年両エンティティ予

算、②ＢＨ議会における燃料税増税法、及び

③銀行保険法の成立、④ＢＨ連邦におけるＢ

Ｈテレコム及びＨＴモスタルの民営化に向けた

適正評価が、残る条件として提示された。 

 

（３）経済協力 

●ＥＵ、グリーン経済融資制度をＢＨで開始（１

７日） 

 １７日、ヴィゲマルク駐ＢＨ・ＥＵ代表部大使

は、ＢＨにおける欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）

によるグリーン経済融資制度（ＧＥＦＦ）の開始

を発表した。 

この制度は、ＥＵが広範に付与している西

バルカンにおける地域エネルギー効率計画プ

ラス（ＲＥＥＰＰｌｕｓ）の一環で、一般家庭におけ

るエネルギー効率改善に向けた、ＩＰＡファンド

からの３，０００万ユーロに上る無償資金供与

も含む。ヴィゲマルク大使は、同制度は、一般

住宅の窓やドアの改修や、その他家庭の省エ

ネに繋がる技術投資に使われ、ＢＨの市民に

直接役立つものになると述べた。 

 

●スウェーデン、女性活躍推進に２５０万ＵＳ

Ｄを供与 

 ３０日付ボスニア・デイリー紙によれば、女性

のリーダーシップと政治参画の強化、また、持

続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた

支援と、それに対する民間の従事促進を目的

として、２つのプロジェクトが２０１８年から２年

間実施される。本プロジェクトには、スウェー

デン政府が総額２５０万ＵＳＤを無償供与し、Ｕ

ＮＤＰやＵＮ Ｗｏｍｅｎ等の国連機関が実施を

担う。 

具体的には、ＳＤＧｓの達成に向けた活動を

行う公的機関及び民間企業の支援や、そのよ

うな組織に対する資格の付与を行うプロジェク

トと、「選挙と女性」と銘打ち、２０１８年の国政

選挙及び２０２０年地方選挙に向けて、女性が

男性と平等な機会・環境において立候補でき

るよう支援するプロジェクトが行われる。 

 

●トゥズラ火力発電所７号機建設事業借款協

定の締結（２７日） 

 ２７日、ハンガリーにおいて開催された「１６

＋１」首脳会合の期間中、ＢＨ電力公社と中国

輸出入銀行は、トゥズラ火力発電所７号機（４

５０ＭＷ）の建設事業に関する借款協定に署

名を行った。なお、この締結までには５年間を

要した。同事業は、契約総額が７億２，２００万

ユーロで、そのうち６億１，３００万ユーロを中

国輸出入銀行が融資する。融資条件は５年の

猶予期間を含む２０年間となる。 

 「１６＋１」首脳会合のマージンにおいては、

最終合意ではないものの、その他にも、ＢＨの

Ｌａｇｅｒ社と中国の投資会社Ｃｈｉｎａ Ｅｎｅｒｇｙ 

Ｇｒｏｕｐの間で、ＲＳサンスキ・モストのカメング

ラード炭鉱・火力発電所事業に関する協力覚

書が締結され、ＲＳ高速道路公社及びＲＳ鉄
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道公社と中国企業の間では、バニャ・ルカとノ

ビ・グラードを結ぶ高速道路及び鉄道路線の

建設事業に関する合意が結ばれた。 

 

（４）民間セクター 

●ＢＨプレベント社、中国輸出を狙い、新工場

の設立へ 

２６日付インターネット・ニュース・ポータル・

クリックスによれば、ＢＨにおける製造企業最

大手プレベント・グループは、ＢＨ連邦ゴラジュ

デ市近郊に１万ｍ３を超えるプラスチック及び

ポリエチレン加工工場を新たに建設中。 

 同グループは、１９９９年にサラエボ近郊の

ヴィソコ市において、自動車シートカバー・メー

カーとして操業を開始。その後、輸出で売り上

げを伸ばし急速に発展。現在はＢＨ民間企業

で最大を誇り、ＢＨに６５００名の従業員と１５

の工場を抱える。輸出先は、独、オーストリア、

スペイン、スロベニア等で最大取引先はフォ

ルクスワーゲン社。取扱い製品の拡充も推進

した結果、現在は自動車内装部品を一手に扱

っており、同事業に関する世界のリーディン

グ・カンパニーを目指している。 

 今回の工場新設も、製品範囲拡充の一環で、

輸出先には中国を見据えている。同グループ

は、近日中に、まずは２００名の熟練工を募集

する予定。 

 

（了） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


